ＯＥＣＤ・ＤＡＣ「開発戦略」の解説

                                                                ２００３年６月

                                                          在越大使：服部則夫

　１９９６年５月ＯＥＣＤ・ＤＡＣにおいて、長期的な開発戦略「２１世紀に向けて：開発協力を通じた貢献」（Shaping the 21st Century：The Contribution & Development Co-operation ）が採択されたが、その内容を解題する。尚、本戦略は、日本が、その発案、起案、交渉、調整、そして合意に至るまでの全てにおいて、主導的役割を演じたものであり、それまでに積み上げられてきた日本のＯＤＡの現場での経験を基礎に将来を見すえたvisionを描くことにより可能となったものである。又、世界のドナーコミュニティでの日本の圧倒的ウエイトがあって初めて可能であった。この戦略は、現在、読み返してみても、その意義と価値は依然有効であり、今一度、この開発戦略が必要な修正を加えられた上で、世界の開発戦略となることが期待される。

Ⅰ．目的と意義 


●冷戦終結後、開発問題の重要性がともすると看過されがちになっている。先進国における財政難等に起因する「援助疲れ」もあり、世界経済の流れに乗り遅れている途上国は、ますます開発から取り残されつつある。このような現象は、貧困問題をますます深刻化させ、人口、食糧、環境等、地球的規模の問題の悪化にもつながり、世界経済の調和のとれた持続的な発展を達成する観点からも重大な問題である。

●このような状況の中で、本件開発戦略は、途上国と先進国が共に開発を自らの問題ととらえて手を携えて取り組むという「新たなグローバル・パートナーシップ」を構築し、明るい未来に向けて共同行動をとるべきであるとする政治的メッセージであると同時に、今後の開発のための行動綱領としての意義を有する。

●具体的には、現在から２０年後の２０１５年を開発における一つの区切りとして、それまでに達成すべき開発の成果に関する目標（output-oriented development targets）を掲げることによって、このようなパートナーシップを具体化することを提案している。

Ⅱ．構成 


●本件開発戦略は、３つの部分からなっている。

●「序文および要約」は、本件開発戦略の目的と意義について述べるとともに、本文の要点を提示している。

●第Ⅰ部「前進へのビジョン」は、過去５０年間の援助の実績と教訓から、援助は適切に実施されれば開発に効果を現すことを説明し、将来に向けたビジョンを明確にするために、開発の将来の成果に関する目標を設定している。

●第Ⅱ部「将来の課題に対する新たな戦略」は、開発目標を実現するために、途上国と先進国がパートナーシップの下で協力すべきことを説明し、援助調整の強化を始めとし、目標達成のために先進国及び途上国双方が実施すべき種々の施策を分析し、提案している。

Ⅲ．序文および要約「開発の意義」


１．開発問題の重要性（第２段落）

●冷戦は終結したが、同時に東西間の援助競争もなくなり、「平和の配当」が単純に援助に回ることにはならなかった。むしろ、財政事情が悪化していることやアフリカの開発の遅れに対して無力感が広がっていることもあって、一部の先進国は、開発問題への関心を低下させ、援助予算を減らす「援助疲れ」を示している。

●こうした傾向に対して、本件戦略文書は、特に、先進国国民に対して、途上国の開発の遅れは、人口増加、難民流出、環境破壊等を通じ、先進国の国民生活にも重大な影響を及ぼすし、途上国の開発は、輸出のための市場を創出することにもなるので、人道的な観点のみならず、先進国自身の繁栄を確保する観点からも開発問題は重要であることを説明している。

２．援助の有効性（第３段落、第６段落）

●一部の先進国では、多くの資金をつぎ込んだ割にはアフリカ諸国の開発が進まないことから、援助の有効性に対する疑問が広がっている。こうした疑問は、最近の援助予算の削減傾向の背景ともなっている。また、大規模なインフラストラクチャー案件が強制移住等の人権問題を引き起こす例があること、構造調整政策によって社会的弱者にしわ寄せが行く例があることなどから、援助のやり方に対する疑問も広がっている。

●こうした傾向に対して、本件戦略文書は、特に、先進国国民に対して、過去５０年間の実績を振り返りつつ、開発は実現可能であることを指摘し、援助に失敗があったことを認めつつも、援助は適切に実施されれば、開発に効果を現すことを説明している。

●そして、開発が他人事でない以上、援助は、単なる慈善事業ではなく、先進国の自己の利益にもなる投資であり、今日の投資は、将来の利益となって還元されることを強調している。

３．援助量の確保（第６段落）

→下記Ｖ．Ｃ．２．参照

４．開発目標の設定（第９段落）

→下記Ⅵ．Ｄ．１．２．４．参照

５．自助努力の重要性（第１１段落柱書き）

→下記Ⅵ．Ｃ．３．参照

６．国別開発戦略に基づく援助調整（第１１段落第２項）

→下記Ⅴ．Ｃ．１．３．参照

７．政策の一貫性（第１１段落第３項）

→下記Ⅴ．Ｄ．参照

Ⅵ．第Ⅰ部「前進へのビジョン」


Ａ．世界的な転換期における新たな課題と機会

－新たな課題と機会（Ａ章全体）

●新たな課題及び機会として、①一部の途上国の成功、②人口増加、③先進国と途上国の政策の類似化、④途上国の格差の拡大、⑤環境破壊、⑥開発の持続可能性を挙げ、これらの課題及び機会への対応は、先進国の将来に影響を与えることを指摘している。

Ｂ．守るべき利益

－援助の動機（Ｂ章全体）

●先進国が援助を行う動機として、①人道的な考慮、②市場拡大や移民・環境破壊・不安定化の防止といった援助国自身の利益、③環境、人口等の地球規模の問題を共に解決するという世界のすべての人々の連帯意識を挙げて説明している。

Ｃ．実績と教訓

１．開発の成果（Ｃ章第１段落～第３段落）

● 過去５０年間の開発の成果として、①平均寿命の延び、②安全な水の利用可能な人口の割合の増加、③成人識字率の上昇、④人口増加率を上回る食料生産・消費の伸び等を挙げて、貧困は克服可能で、開発も達成可能であることを説明している。

２．援助の効果（Ｃ章第４段落～第８段落）

● 援助の効果は、世界的には、①乳幼児死亡率の低下、②安全な水の利用可能な人口の増加、③天然痘、小児麻痺等への対処、④カロリー消費量の増加、⑤家族計画の普及、⑥インフラストラクチャーの整備、⑦能力育成といった例で検証することが可能であり、また、国別にも各種の調査・研究が行われていることを指摘している。

３．途上国の自助努力の重要性（Ｃ章第１０段落）

●我が国は、第二次世界大戦後、米国や世界銀行の支援を受けつつ、国民の努力によって復興と発展を実現してきた。こうした経験にも鑑み、我が国は、途上国の自助努力支援を援助の基本理念の一つとし、援助の計画から実施にわたって途上国に自助努力を求めてきた。我が国は、こうした考え方をＤＡＣ等の場において繰り返し強調してきたが、他の加盟国の共感はなかなか得られなかった。

●しかし、一方で、欧米諸国が中心となって多額の援助を行ってきたにもかかわらず、アフリカ諸国の開発が進まないこと、他方で、我が国が中心となって援助を実施してきたアジア諸国が目覚ましい発展を遂げていることもあって、途上国による自助努力、主体性（ownership）の重要性が認識されるようになってきた。

●こうした認識を踏まえ、本件戦略文書は、過去５０年の経験から得られた教訓として、援助を成功させるためには、途上国自身が開発の主体となり、開発の主たる責任は途上国自身が負うべきことを強調し、援助はこうした努力を補完するに過ぎないとしている。

Ｄ．ビジョンを明確にするための目標

１．目標の必要性（Ｄ章第１段落～第４段落）

●本件戦略文書は、途上国と先進国が共に自らの問題として開発に共同で取り組む「新たなグローバル・パートナーシップ」を構築するための具体的な方法として、途上国と先進国が開発の成果に関する目標を共有することを提案している。このような開発目標は、開発の成果を測るものさしにもなる。

●本件戦略文書に盛り込まれた開発目標は、成果重視型（output-oriented）のものである。これは、先進国はＧＮＰの０．７％をＯＤＡに回すといった従来の援助量重視型（input-oriented）の目標に対するものである。援助量重視型の目標は、一方的に先進国の責任のみを問題にしているが、開発の究極的責任は途上国が負っており、途上国と先進国が共同で成果を出すことに開発の本当の意味があるという観点から、成果重視型の目標を提案するものである。もっとも、ＧＮＰ０．７％を含め、過去の国際的目標を否定することは意図していない。

●なお、本件戦略文書に盛り込まれた開発目標は、ほとんどが我が国の提案に基づくものである。提案に当たって、我が国は、開発目標の性格として次のような点に留意した。

・世界の明るい未来像を想起させるやや野心的なもの。

・荒唐無稽なものではなく、実現が可能なもの。

・単純で判りやすく、インパクトのある政治的メッセージを伝えるもの。かかる観点から、目標の数は、絞り込むことが望ましい。

・客観的で計測が可能なもの。ただし、場合によっては、非数値的な目標を排除しない。

・成果重視型（output-oriented）なもの。

・先進国が途上国の分断を画策しているととられないよう、途上国全体に対応するもの。ただし、ＬＬＤＣに特別の注意を払うことを排除しない。

・経済と社会の両方の指標を含むもの。

・国連等で決定された既存の目標との関係で、齟齬を来さないもの。

２．目標の性格（Ｄ章第４段落～第５段落）

●本件戦略文書が提唱している開発目標は、ほとんどが国連等の国際会議において合意された既存の目標を基礎としている。これらの既存の目標は膨大な数に上るが、途上国と先進国が共同で目指すべき世界の未来像を明確に示すという政治的メッセージを送るとの観点から、特に重要かつ基礎的と思われるいくつかの目標を選択したものである。即ち、いくつかの目標をまとめて、これが目指すべき世界の未来像であるとして提示したところに新しさがある。（貧困人口の割合の半減、性と生殖に関する健康の普及を除いて、すべての目標は、既に国際会議で合意されているものである。）

●このような選択は、他の目標をなおざりにするものではないかとの疑問が出ることを予想して、本件戦略文書は、選択しなかった目標を目指すという決意には何の変化もないことを強調している。

●また、この開発目標は、途上国と先進国のパートナーシップに基づく協力によって実現するものであって、援助のみによって実現するものではない。

３．目標実現のためのアプローチ（Ｄ章第６段落）

●目標を実現するためには、途上国自身が目標に同意し、その実現を決意することが必要であることを指摘している。

●その上で、途上国、先進国、国際機関、さらには、地方公共団体、民間部門、ＮＧＯ等が有する様々な手段を活用する包括的アプローチと、開発の主たる責任は途上国自身が負うことを前提として、個々の国の実状に応じた開発を行う個別的アプローチが重要であることを指摘している。

●包括的アプローチ及び個別的アプローチは、援助のやり方として、我が国がこれまで提唱してきた考え方を取り入れたものである。

４．具体的な目標（Ｄ章第６段落）

（１）経済的福利：貧困人口の割合の半減

●経済面では、持続可能な開発の目的は「すべての人々のより質の高い生活（a higher quality of life for all）」（ハリファックス・サミット経済宣言第２４段落）であることを踏まえ、我が国により、貧困人口削減を目標とすることを提案し、最終的にはその割合の半減が掲げられることとなった。

●貧困の定義としては、世界銀行が「世界開発報告１９９０」で提案した１９８５年の購買力平価で一人当たり所得が３７０ドル（１日１ドル）以下という定義を便宜的に使用している。なお、「世界開発報告１９９２」では、１９９０年の購買力平価で一人当たり所得が４２０ドル以下という定義が示されている。

（参考）貧困人口・貧困人口の割合

　　１９８５年：３０．５％（１０５１百万人）

　　１９９０年：２９．７％（１１３３百万人）

　　２０００年：２４．１％（１１０７百万人）

　　（出典：世界銀行「世界開発報告１９９２」）

（参考）貧困人口

　　１９８７年：１１２７．１百万人

　　１９９３年：１３１３．９百万人

　　（出典：世界銀行「貧困削減と世界銀行」）

（参考）絶対的貧困者数（１９９２年）

　　途上国全体：１３００百万人

　　後発途上国：　３５０百万人

　　（出典：国連開発計画「人間開発報告１９９４」）

（２）社会的開発

●社会面では、人々が貧困から脱し、政治、経済、社会の各分野での参加を測ることができるようにするためには、まず、人々に基礎的な教育と健康を確保することが最低限必要であること、人口の約半数を占める女性の役割にも留意するべきことから、我が国は、教育、健康、性差（gender)の分野で次のような目標を提案し、基本的に受け入れられた。特に、教育の結果として得られる識字、数に関する知識は、貧困を削減し、政治、経済、文化における人々の参加を促進する重要な要素である。

（イ）教育分野：初等教育の普及

●教育分野では、ある程度統計が存在し、かつ、最も基礎的な目標として、（ａ）初等教育の就学率と（ｂ）識字率が考えられる。成人に対する識字教育という課題を除けば、（ｂ）は（ａ）に含まれると考えられるので、我が国は、（ａ）を優先することとし、国際人口開発会議、社会開発サミット、世界女性会議における「２０１５年までに初等教育を普及させる」という目標を提案し、ＤＡＣで受け入れられた。

（参考）小学校入学比率（ネット、１９９０年）

　　途上国全体：８６％

　　後発途上国：５３％

　　（出典：国連開発計画「人間開発報告１９９４」）

（参考）小学校入学比率（グロス、１９９０年）

　　途上国全体：９９％

　　後発途上国：６７％

（注）ネットは学齢層の人口に占める学齢層の入学者の割合。グロスは学齢層の人口に占める入学者の割合。したがって、学齢層でない入学者（大人の入学者等）はグロスでは勘定されるが、ネットでは鑑定されない。

　　（出典：国連開発計画「人間開発報告１９９４」）

（参考）小学校就学率（グロス）

　　低所得国　　　　　　　　　：　７４％（１９７０年）

　　　　　　　　　　　　　　　　１０１％（１９９２年）

　　中国・インドを除く低所得国：　５０％（１９７０年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　７４％（１９９２年）

（注）１００％を超えているのは、学齢層以外の就学者があるため。特に、人口の多い中国が１２１％、インドが１０２％となっていることが主たる原因。

　　（出典：世界銀行「世界開発報告１９９５」）

（ロ）健康分野：乳幼児死亡率および妊産婦死亡率の削減

●健康分野では、ある程度統計が存在し、かつ、最も基礎的な目標として、（ａ）乳児死亡率、（ｂ）５歳未満幼児死亡率、（ｃ）妊産婦死亡率、（ｄ）出生時の平均余命、（ｅ）医師一人当たりの人口、（ｆ）保健医療サーヴィス・安全な水・衛生設備の利用人口率、（ｇ）一人一日あたりのカロリー供給量などが考えられる。このうち、（ｅ）～（ｇ）を含めて様々な要因が重なって（ａ）～（ｃ）の結果が出ると考えられるので、（ａ）～（ｃ）の方がより成果重視型と言い得る。また、途上国において（ｄ）が低いのは、（ａ）及び（ｂ）が高いことに主な原因があるとされている。我が国は、これらの観点を踏まえ、最も弱い社会の構成員の健康の確保を重視して、（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）を優先することを提案した。

　我が国は、（ａ）については、国際人口開発会議及び社会開発サミットの「２０００年までに乳児死亡率を１９９０年の水準の３分の２または出生１０００人当たり５０以下に、２０１５年までに３５以下に削減する」という目標、（ｂ）については、世界子供サミットの「２０１５年までに５歳未満幼児死亡率を現在の水準の３分の２または出生１０００人当たり７０以下にする」という目標、国際人口開発会議及び社会開発サミットの「２０００年までに５歳未満幼児死亡率を１９９０年の水準の３分の２または出生１０００人当たり７０以下に、２０１５年までに出生１０００人当たり４５以下にする」という目標を提案した。

●ＤＡＣにおける議論の結果、「乳児死亡率及び５歳未満幼児死亡率を３分の１に削減する」という目標が採用された。

●また、（ｃ）については、世界子供サミットでは、「２０００年までに妊産婦死亡率を半分に削減する」ことが目標とされたが、その後、国際人口開発会議及び社会開発サミットでは、右に加えて、「２０１５年までに妊産婦死亡率を更に半分に削減する」ことが目標とされた。これを受けて、我が国は、２０１５年までに半分の半分、即ち、「２０１５年までに妊産婦死亡率を４分の１に削減する」という目標を提案し、受け入れられた。

（参考）乳児死亡率（出生１０００人当たり）

　　中・低所得国：１９７０年：　９６

　　　　　　　　　１９９３年：　５５

　　（出典：世界銀行「世界開発報告１９９５」）

　　途上国　　　：１９６０年：１４９

　　　　　　　　　１９９２年：　７０

　　後発途上国　：１９９２年：１１０

　　（出典：国連開発計画「人間開発報告１９９５」）

（参考）５歳未満幼児死亡率（出生１０００人当たり）

　　中・低所得国：１９９３年：　８７

　　（出典：世界銀行「世界開発報告１９９５」）

　　途上国　　　：１９９３年：１０３

　　後発途上国　：１９９３年：１７５

　　（出典：国連開発計画「人間開発報告１９９５」）

（参考）妊産婦死亡率（出生１０万人当たり）

　　途上国：１９８０年～１９９２年：３５１

　　（出典：国連開発計画「人間開発報告１９９５」）

（ハ）性差分野：教育における男女格差の解消

●性差分野では、ある程度統計が存在し、性差問題に密接に関係する目標として、（ａ）識字率、（ｂ）就学率、（ｃ）平均寿命、（ｄ）妊産婦死亡率等が考えられる。このうち、（ｄ）は健康分野に含まれている。

　我が国は、女性の地位の強化に最も貢献し得るものとして、（ｂ）を優先することとし、国際人口開発会議、社会開発サミット及び世界女性会議の「２００５年までに初等・中等教育における男女格差を解消する」という目標を提案し、受け入れられた。

（参考）初等教育就学率における男女格差

　　途上国　　　：１９７０年：７９％

　　　　　　　　　１９９２年：８８％

　　後発途上国　：１９７０年：６１％

　　　　　　　　　１９９２年：８４％

　　（出典：国連開発計画「人間開発報告１９９５」）

（参考）中等教育就学率における男女格差

　　途上国　　　：１９７０年：６８％

　　　　　　　　　１９９２年：７８％

　　後発途上国　：１９７０年：４３％

　　　　　　　　　１９９２年：６７％

　　（出典：国連開発計画「人間開発報告１９９５」）

（ニ）人口分野：性と生殖に関する健康

●我が国の提案に含まれていなかったが、ＤＡＣにおいて、社会面の目標として、人口に関連する目標を追加することが提案され、国際人口開発会議及び世界女性会議の「２０１５年までに基礎保健を通じて性と生殖に関する健康へのアクセスを確立する」という目標が採用された。

（３）環境面での持続可能性と回復：国家戦略の実施

●我が国の提案には含まれていなかったが、ＤＡＣにおいて、環境上の持続可能性に関連する目標を追加することが提案され、国連環境開発会議の「持続可能な開発に必要な手段を開発し、適用し、組織する」という目標を踏まえ、「２００５年までに持続可能な国別戦略を実施する」という目標が設定された。

Ⅴ．第Ⅱ部「将来の課題に対する新たな戦略」


Ａ．変貌する開発協力

－パートナーシップの構築（Ａ章第１段落～第２段落、第５段落）

●冷戦の時代には、援助は、東西の競争という文脈でとらえられがちであった。しかし、冷戦が過去のものとなった現在、開発問題を純粋に開発問題として扱うことができるようになった。

●このような変化の下、途上国は、これまで以上に自助努力を強化し、援助を有効に活用することができることを証明することが必要になっている。また、先進国も、開発を先進国自身の問題としてとらえ、援助を強化することが必要である。

●途上国と先進国が開発という同じ目標に向かって努力する「新たなグローバル・パートナーシップ」を構築することが可能になった。パートナーシップの下では、途上国と先進国が責任を明確化しつつ分かち合って開発に取り組むことになる。本件戦略文書は、このようなパートナーシップの構築を途上国と先進国に呼びかけている。

Ｂ．効果的なパートナーシップに向けての協約の強化

－協約アプローチ（Ｂ章全体）

●パートナーシップに基づく開発を具体化するため、途上国、先進国、国際機関の役割分担を明確化した協約を結ぶことを提案している。協約（compact）は、約束（agreement）や契約（contract）よりは緩やかなものと理解されている。

●具体的には、共同の責任、途上国の責任、先進国・国際機関の責任に分けて、それぞれが果たすべき役割を例示している。

・共同責任：①開発資源の創出、②武力紛争の防止、③腐敗の防止、④市民社会の活用、⑤中進国や地域機関の活用

・途上国の責任：①適切なマクロ経済政策、②社会開発と参加の拡大、③信頼できる政府と法の支配、④能力の強化、⑤国内貯蓄の活用、⑥健全な財政運営、⑦協力的な対外関係

・先進国・国際機関の責任：①追加的資源の活用、②国際的貿易・投資制度の整備、③効果的な援助、④能力の強化と参加の拡大への支援、⑤情報、技術、知見の利用への支援、⑥政策の一貫性の確保、⑦援助調整の強化

Ｃ．援助の改善に向けて

１．国別開発戦略の必要性（Ｃ章第２段落～第３段落）

●構造調整融資の前提とされているコンディショナリティーは、各途上国の実態を無視して、途上国に画一的な処方箋を適用しようとするものだとの批判がある。途上国によって、経済、社会、政治、文化等、開発に関係する様々な条件は異なる。しかも、援助から卒業しつつある国から、開発から脱落しつつある国まで、途上国の発展段階は多様化しつつある。こうした中で、最も効率的に開発を進めるためには、個々の途上国の状況に応じて開発計画を策定し、援助を実施していく必要がある。個々の国の状況を最も良く理解しているのは当該途上国自身であること、途上国の自助努力が開発の中心となるべきことから、本件開発戦略文書は、途上国に国別開発戦略を策定するよう求めている。しかし、国別開発戦略を自ら策定することができる途上国は少なく、実際には援助国、国際機関が協力しつつ、これを策定する可能性もある。

２．援助量の確保（Ｃ章第４段落～第９段落）

●近年、ＤＡＣ諸国の援助量は伸び悩みの傾向にあり、１９９２年を頂点として、以後、同年の水準に回復していない。

●こうした傾向に対し、上記１及び２の観点からも、一部の途上国の孤立化を防ぎ、開発目標を実現するためには、途上国が自助努力を行うのであれば、先進国としても、援助量を維持し、拡大していく必要があることを強調している。

（参考）最近のＤＡＣ諸国の援助量

　　１９９２年：６０８５０百万ドル

　　１９９３年：５６４７２百万ドル

　　１９９４年：５９１５６百万ドル

　　１９９５年：５９２００百万ドル（暫定値）

　　（出典：ＤＡＣ「議長報告１９９５」、ＤＡＣ「プレス・リリース」）

３．援助調整の強化（Ｃ章第１０段落）

●援助需要は拡大し続けているにもかかわらず、近年、援助量が伸び悩んでいることを背景として、援助の効率的実施のため、援助調整を強化する必要性が強調されている。かかる観点から、本件戦略文書は、開発目標を実現するための方法の一つとして、これまで以上に援助国・国際機関間の援助調整を強化して、援助を効率化することを提唱している。具体的には、途上国が自国の状況に応じて国別開発戦略を策定し、先進国は右戦略を支援する形で援助調整を行うことが提案されている。また、途上国自身が援助調整の中心になるべきであるが、そうした能力を有していない場合には、先進国が定期的に会合を開催して調整を進め、特定の分野については調整役を設けるといった提案も盛り込まれている。

●我が国は、援助量の削減を前提として援助調整のみに焦点を当てることには与しないが、援助調整の強化は、内貨準備や担当者（カウンターパート）の確保等、途上国の限られた能力に対する負担を軽減し、援助が真に開発に貢献する効果的なものにしていく上で重要であると考えている。かかる観点から、我が国としては、国別開発戦略を策定して援助調整を深める意思のあるいくつかの途上国を選んで、このような援助調整を試行してみることが現実的であると考えている。

４．南南協力の重要性（Ｃ章第１４段落）

●近年、一部の途上国は目覚ましい発展を遂げ、援助から卒業しようとしている。こうした途上国は、他の途上国にも理解しやすい経験や適正技術を有している。また、進んだ途上国を援助国に育成していくことは、これらの諸国に応分の負担を求め、援助資金を確保していく上でも重要である。こうした観点から、我が国は、より進んだ途上国とそれ以外の途上国の間の南南協力の重要性を指摘し、先進国としてもそのような協力を支援していくべきことを提唱してきた。本件戦略文書は、南南協力という用語は使用していないが、このような我が国の主張を踏まえ、より進んだ途上国の経験を他の途上国と共有することの重要性に言及している。

Ｄ．政策の結集

－政策の一貫性（Ｄ章第２段落）

●途上国の開発に影響を与え得る先進国の政策手段は、援助に限られない。貿易、投資、安全保障といった先進国の政策も、途上国の開発に大きな影響を与える。したがって、先進国が途上国を支援していく上では、援助のみならず、他の政策をも動員して包括的に考える必要がある。我が国は、このような考え方を包括的アプローチと呼んで、国連等の場で提唱しているが、ＯＥＣＤでは、途上国の開発に貢献するという点で援助政策と他の政策の間に一貫性を持たせるという意味で、政策の一貫性という用語を用いている。

（了）

　
PAGE  
1

